
令和７年度　第３回　ヨコハマ国際まちづくり推進委員会　会議録
	日時
	令和８年３月10日（火）14時00分～15時30分

	開催場所
	市庁舎18階共用会議室　みなと６.７

	出席者
	鬼頭委員、木村委員、齊藤委員、三枝委員、坪谷委員、韓委員、福山委員、細谷委員、
四元委員

	欠席者
	北川委員、バートン委員

	開催形態
	公開（傍聴者0人）



議事（１）国際局の予算概要について
【主な意見】
・多文化共生に関する予算が前年に比べてマイナスになっていると思う。これは後退と捉えられてしまうのではないか。実際はどうか。
→マイナス部分は、ウクライナ避難民支援関連の事業を整理統合したことが理由である。ウクライナ交流カフェ「ドゥルーズィ」の運営終了等を反映している形。増えているものとしては、市民通訳ボランティアの派遣事業が、年々実績が上がってきており、それに合わせて予算も増となっている。
・ウクライナ避難民支援について、予算が減っているという話だが、国の方も年月がたったということで、いろいろなサポートがカットされていると聞いた。横浜市では、避難民支援事業は具体的にどのように行われているか確認したい。
→今年度までは、避難民の方が交流するカフェ「ドゥルーズィ」の運営をしていたが、それを令和７年度末をもって終了する。ウクライナ避難民の方の相談窓口、市営住宅の無償提供は、令和８年度も継続する。

議事（２）横浜市の国際事業に関する市民意識調査の結果の活用について
【主な意見】
・多文化共生について考えるならば、問14以降が重要だと思う。問16、図表22で、「地域社会で多様な文化的背景を持つ人々が共に暮らしていくためには、互いの文化を理解し合うことは必要だと思いますか？」に「思う」と回答した人91.3％いる。これは、そういいながら、外国人に日本のことをもっと知って欲しいと思っている人が多いのではないか。
図表20、問14「横浜市では、日本人も外国人も安心して共に暮らしていくために、次の取組を行っています。今後、さらに力を入れるべきと思う取組を選んでください。」を見ると、「相互理解」の入っている回答は人数が少なく、「習慣やルールのことを知って欲しい」あるいは、「日本の生活になじめるための日本語教育の実施」が上位に来ている。文化交流が必要だと言いながら、相互理解の人数が一番多いものと比べると、かなり少ない。このような結果が出ている。これを見ると、相手に理解して欲しいという思いが強いように思う。困りごと感を感じている人が日本人の中で多いのではないか。
問15「現在、日本人も外国人も安心して共に生活できる環境づくりができていると感じますか？」に「思わない」と感じている人が半数いる。これまでの、横浜は魅力的な街や国際的な街といったポジティブな意見が8割だったことに比べると、思わないという50％近い数字は多い。日本人の中にはこのままではまずいと思っている人が多くいるのではないか。
問11「横浜市が国際協力や国際貢献に取り組むことは、市民の皆様にとってどのようなメリットがあると思いますか？」では、「子どもや若者が国際的な視野を広げるきっかけになる」という回答が多い。ここに重点を置いていくことが、市民の皆さん、日本人を含む皆さんが、横浜市という街が国際的に力を入れていると感じるポイントになる。学校という教育現場で、多様性をどう扱っていくかがポイントになる。外国人が日本人にこういう貢献をしている、外国人がいると、日本人にこういうメリットがある、という視点よりは、多様性のメリットが前面に出る発信をすることで、日本人の意識改革が進む。マナー等を知らず困ったことはあるが、周知していけばどうにかなり、脅威ではない。むしろ一人一人が構成員として、よりよい市をつくっていけるような意識改革をしていく必要がある。
→本調査については、初めての試みだったので、こういう聞き方をしたらよかったという反省がある。ご指摘いただいた、問15については、横浜市は、という文言を入れていなかったため、横浜とは別の地域の一般論として、回答している可能性がある。また、「これから力を入れていくべきもの」に関して、「外国人の方にもっとルールを知って欲しい」ということですが、「あなたのまわりで、外国人のルール違反で困ったことがありましたか？」という聞き方をすると違う回答が得られるかもしれない。一般論と自分達の身のまわりで感じていることが混在する聞き方をしてしまった。本調査の実施を通して、市の事業への理解を深めていただく、多様性のすばらしさをアンケートの中で聞きつつ、メリットを知っていただくというツールとしても使っていきたい。
・調査が、政府の外国人政策に関して、国会の議論も多かった時期に実施されている。アンケート調査を実施する際、国民を二分するような議論がされているときに実施すると、世論は影響を受けやすい。実施時期は留意する必要がある。ただ、これだけの回答率があると、政策には貴重なデータになる。子ども・若者のために、国際的な横浜市という環境は良いと感じているという回答が多いという結果は救いと感じる。
・アンケートを実施する前に、市として仮説があったのか。それとその結果に伴った検証をしているのか。あるいは、報告としてはこれで良いが、回答に対する分析などは実施されているか。
→横浜市がいろいろな国際事業を実施する中で世界との繋がりを感じていただく。それが国際的な街というイメージに繋がる。そこから横浜市に愛着を持っていただく。さらにもっと住み続けたいと思っていただく。そのロジックができると国際事業をやっている意義が確認できる。と考えていた。
クロス集計を実施している最中であり、分析を進めていきたい。
・問３「国際的なまちのイメージに当てはまるものを選択してください。」これの一番の上位の50％以上の方が、「海外からの多くの観光客が訪れている」という回答をしていた。
横浜市のインバウンドは、他の都市に比べて突出して多いわけではない。東京や京都に比べるとまだまだという感じである。そこで、何故、国際的な街だと思っているのかが不思議である。
→問３は、横浜市ではなく、一般的な質問として聞いている。次の問いでは、横浜市は国際的な街だと感じますか？と聞いているため、２つの問いで、クロス集計を行うと、横浜が国際的なまちだと感じていない人が、何を選択しているかがわかり、現在の弱みについて分析ができる。

報告（１）国際局の機構改革について
【主な意見】
・国際局からグローバルネットワーク部門と多文化共生部門が移動することになるが、国際局は残るのか。残る
事業を教えて欲しい。
→国際局自体がなくなり２つに分かれる。一つが政策経営・国際戦略局に、多文化共生や国際平和が市民局に移管される。
・この委員会は市民局に移るということだが、確かに他のダイバーシティや男女共同参画といったところと議
論の方向性としては同じだと思う。
これまでの委員会や指針と足並みをそろえ、政策としての整合性をとっていくことが求められると思う。他の課にどのような委員会、指針、ガイドラインがあるのか、わかる範囲で教えて欲しい。
→多文化共生の指針を国際局で持っており、男女共同参画についても政策経営局で指針をもっている。
組織としては合体したうえで、それぞれの分野が独立して持っているのがいいのか、まとめて議論した方がいい
のか、市民局に移管した後に議論していきたい。

報告（２）留学報告会の開催について
【主な意見】　特になし

報告（３）アジア・スマートシティ会議2025について

報告（４）４姉妹都市60周年の取組について

報告（５）戦後80年の横浜市の取組について

【報告（３）～（５）主な意見】
・小学生を対象として平和学習プログラムで参加の対象はどのように決めたのか。
→市立の小学校に広報し、先生から申込をしていただいた。
・小学生としては、重いテーマだがわかりやすくしたのか。
→深刻な課題があることを伝えるとともに、これから私たちとしては、何ができるのかを考える時間とし、あまり深刻にならずに未来に向けた話をする。
・図書は国際局からの貸し出しか。
→パネルは国際局からの貸し出し、図書は図書館がテーマに合うものを準備した。
・姉妹都市の取組について
資料にあるイベントの例を見たところ、横浜市内の日本人に向けて、「姉妹都市と60周年を迎えたが、こういう姉妹都市がある。」という報告のようなイベントが多い。人と人は会って話をした方が、直接その場に行って体験した方が、印象も強く、心に残ると思う。姉妹都市と留学のプログラムをコラボして学生達が姉妹都市に行き学ぶ機会を作ると良い。国際都市や、国際活動が実感できると思う。
→知らない国の方と初めて会うことは、子どもたちにとって非常に価値が大きいということは実感している。
姉妹都市や、提携している高校と行き来し、交流している。円安や世界の情勢が厳しいこと、親御さんが子どもを海外にだすことを心配していることもあるため、海外に出ることの良さを伝えていくことが責務である。また、オンラインの交流が増えてきている。オンラインで海外と触れあう機会を作る取組をしていきたい。いろいろなツールを使った取組を実施していきたい。


資料
資料１　委員名簿
資料２　令和８年度国際局予算概要
資料３　横浜市の国際事業に関する市民意識調査結果
資料４　令和８年度の国際局の機構改革について
資料５　留学・海外派遣報告　グローバルキャリア講演会案内
資料６　アジア・スマートシティ会議2025について
資料７　４姉妹都市60周年の取組について
資料８　戦後80年の横浜市の取組について


